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１．はじめに 

近年，我が国における山岳トンネル工法の超近接トンネルは，

施工実績が増加し，その施工方法も，中央導坑を先進させるめ

がねトンネルタイプから，無導坑で断面を閉合するタイプへと

進化してきている．一方，超近接トンネルは坑口部付近で２本

のトンネルの離隔をとれない場合に採用されることが多く，そ

の施工実績の大半が小土被り条件下である．とりわけ，高応力，

低強度地盤における施工実績はほとんどなく，このような条件

下での，超近接トンネルの経済的かつ安全な設計・施工法の確

立に向けた，今後の研究が求められるところである． 

鹿児島市の新武岡トンネルでは，土被り 80ｍ，一軸圧縮強

度 20～100kN/m2程度の低強度のしらす地盤において，超近接

トンネルを掘削し，トンネル支保工および周辺地山の挙動につ

いて知見を得た．本稿では，これに考察を加え報告する． 
 
２．超近接トンネル部の施工方法 

図-1に超近接トンネル部の横断図を，図-2に新武岡トンネ

ルで採用した支保パターンを示す． 

超近接トンネルは，２本の２車線道路トンネルを包含する

超大断面トンネル(写真-1 参照)から発進させ，左右のトンネ

ルの離隔は超近接トンネル発進位置において 0.7ｍで，発進

位置から 50ｍ先で約５ｍとなる． 

施工は，左側のトンネルを先行して掘削し，先進トンネル

収束後に右側の後進トンネルの掘削を行った．離隔が３ｍ以

下となる区間については，両トンネルとも補助ベンチ付き全

断面掘削工法によるインバート一次閉合（図-3参照）を実施

し，トンネル周辺地山のゆるみを抑える対策を講じた. 
 
３．計測結果 

左右のトンネルの離隔が 2.0ｍとなる位置のＡ計測結果（坑

内変位），Ｂ計測結果（支保工軸力）をそれぞれ，図-4，図-5

に示す．図-4より先進トンネルに発生する坑内変位は，先進

トンネル掘削時と後進トンネル掘削時の２回にわたり大きな

変位が発生している． 
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図-1 超近接トンネル部横断図 

図-2 超近接トンネル支保パターン図 

写真-1 超近接トンネル発進部 

図-3 インバート一次閉合概念図 
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４．鉛直応力の支保工と地山の分担 

図-5に示す上半脚部の軸力から，トンネルに載荷している荷

重を推定すると表-1のようになる．載荷している荷重を土被り

に換算すると，先進トンネル単独では，土被り高さ約 15ｍ，

後進トンネル掘削後では土被り高さ約 37ｍの大きな荷重が作

用していることがわかる． 

この結果から，トンネル掘削により変化した周辺地山の応力

状態と支保工の関係について考察を行う．地山の応力は３次元

方向に変化するが，ここでは，トンネルの SL で断面を水平に

切って，鉛直方向の応力の変化のみについて検討を行う． 

図-6(a)は，トンネル掘削前の応力状態で，土被り 80ｍ（γ

=16.0kN/m3）の荷重 1,280kN/m2 が，断面に対して鉛直下向

きに作用している．なお，反力として，同じ荷重が鉛直上向き

に作用しているが，作図上省略している．また，掘削に伴う周

辺地山の応力の変化は，トンネル近傍で大きく，トンネルから

離れるほど小さくなるが，ここでは，現象を単純化して捉える

ために，１D の範囲で応力が均等に変化するものとして考える． 

B 計測結果から，先進トンネルの支保工は，後進トンネル掘

削前に左右それぞれ 1,400kN/m，1,800kN/m の荷重を支持し

ているので，それ以外の荷重がトンネルの左右１D ずつの地山

に均等に分散されているとすると図-6(b)のようになる． 

次に後進トンネルを掘削することにより，先進トンネルの支

保工で分担する荷重は大幅に増加するが，後進トンネルそのも

のの支保工で分担する荷重はそれほど大きくない（図-6(c)参

照）．これは，単独トンネルであれば，周辺地山がグランドア

ーチを形成して分担するはずの増加荷重が，先進トンネルの支

保工に載荷されたものとも考えられる． 

 

５．まとめ 

今回は，低強度地盤での掘削であったことから，支保工に作

用する荷重が大きく，荷重から周辺地山の応力状態を推定する

ことができた．今後は，低強度地盤の特性を考慮した連続体解

析等を用い，より詳細に応力状態を把握したいと考える． 
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図-4 Ａ計測結果（先進トンネル）
(a) 天端および脚部沈下 (b) 内空変位 

図-5 Ｂ計測結果（支保工軸力）

(a) 先進トンネル単独 

(b) 後進トンネル掘削後

図-6 地山の応力状態 

(a) 先進トンネル掘削前

(b) 先進トンネル単独 

(c) 後進トンネル掘削後
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 先進トンネル 後進トンネル

支保工軸力 ※ 7,100 kN 
(3,400+3,700 kN) 

3,400 kN
(1,700+1,700 kN)

支保工で支持する
荷重強度

590 kN/m2 
(7,100kN/12m) 

280 kN/m2

(3,400kN/12m) 
支保工で支持する荷重
の換算土被り高さ

37m 
(590kN/m2/16kN/m3) 

18m
(280kN/m2/16kN/m3)

トンネル上部の
全土荷重

15,400 kN 
(16kN/m3×12m×80m) 

15,400 kN
(16kN/m3×12m×80m)

グランドアーチを形成して
周辺地山で支持する荷重 8,300 kN 12,000 kN 

 左半分 右半分 

支保工軸力 ※ 1,400 kN 
(左脚部) 

1,800 kN
(右脚部) 

支保工で支持する
荷重強度

230 kN/m2 
(1,400kN/6m) 

280 kN/m2

(300kN/6m) 
支保工で支持する荷重
の換算土被り高さ

14m 
(590kN/m2/16kN/m3) 

19m
(280kN/m2/16kN/m3)

トンネル上部の
全土荷重

7,700 kN 
(16kN/m3×6m×80m) 

7,700 kN
(16kN/m3×12m×80m)

グランドアーチを形成して
周辺地山で支持する荷重 6,300 kN 5,900 kN 

(b) 後進トンネル掘削後

(a) 先進トンネル単独 

表-1 支保工の軸力と荷重 

(b) 後進トンネル掘削後

後進トンネル切羽進行 

先進トンネル切羽進行 

後進トンネル切羽進行 

先進トンネル切羽進行 

1,400kN 1,800kN

700kN800kN

1,400kN

※支保工軸力：吹付けコンクリートと鋼製支保工の合成
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